
 
平成１６年２月１３日 

 

各          位 

 

会 社 名  楽    天    株    式    会    社 

代表者名  代表取締役会長兼社長 三木谷 浩史 

（登録銘柄・コード４７５５） 

問合せ先 

常 務 取 締 役         山田 善久 

電話     ０３－４５２３－８００１ 

 

 

合併に関するお知らせ 
 

 当社は、平成１６年２月１２日開催の当社取締役会において、下記のとおり、平成１６年４月１日を

期して、当社の完全子会社である株式会社コミュニケーションオンライン及び株式会社キープライムの

２社と合併することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．合併の趣旨 

   当社グループは総合的なインターネットサービス企業グループとして、インターネットショッピ

ングモール「楽天市場」を中核に、インターネット関連の各種サービス事業を展開しております。 
このうち、当社ポータル事業カンパニーで運営するポータルサイト「infoseek」については、平
成１４年１１月の株式会社コミュニケーションオンライン、平成１５年２月の株式会社キープライ

ムの完全子会社化を通じて、有料・無料のホームページサービス「COOL ON LINE」事業及び
無料アクセス解析サービス事業を導入し、コミュニティ事業の一層の強化とメディアバリューの向

上に努めてまいりました。 
このように当社グループの事業規模が急速に拡大する中で、よりスピーディな事業展開のための

組織戦略として、共同事業を行うグループ各社については経営統合する方針を打ち出し、株式会社

インフォシークとライコスジャパン株式会社を吸収合併する等、業務の効率化およびグループとし

ての一体感の醸成と従業員の目標共有など、経営執行の迅速化と効率化を図っております。 

今般、この組織戦略の一環として株式会社コミュニケーションオンラインと株式会社キープライ

ムの２社についても当社に吸収合併するものです。 

 

２．合併の内容 

（１）合併の内容 

合併契約書承認取締役会 平成１６年２月１２日 

合 併 契 約 書 の 締 結 平成１６年２月１２日 

合 併 契 約 承 認 総 会 簡易合併のため省略 

合 併 期 日 平成１６年４月１日（予定） 

合 併 登 記 平成１６年４月１日（予定） 

 

（２）合併方式 

楽天株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社コミュニケーションオンライン及び

株式会社キープライムは解散いたします。 
（３）合併比率 

１００％子会社の吸収合併につき新株発行はありませんので、該当事項はありません。 

 



（４）合併交付金 

該当事項はありません。 

 

（５）配当起算日 

該当事項はありません。 

 

３．合併当事会社の概要（平成１５年１２月３１日現在） 

商 号 
楽天株式会社 

（合併会社） 

株式会社コミュニケーシ

ョンオンライン 

（被合併会社） 

株式会社キープライム 

（被合併会社） 

主 た る 事 業 内 容 
インターネット上のショ

ッピングモールの運営 

無料・有料ホームページサ

ービス運営 

インターネット上のアク

セス解析等のサービス 

設 立 年 月 日 平成９年２月７日 平成１０年５月１９日 平成１５年２月３日 

本 店 所 在 地 
東京都目黒区祐天寺２丁

目８番１６号 

東京都港区六本木６丁目

１０番１号 
東京都港区六本木６丁目

１０番１号 

本 社 事 務 所 
東京都港区六本木６丁目

１０番１号 

同 上 同 上 

代 表 者 
代表取締役会長兼社長 

三木谷 浩史 

代表取締役社長 

森 学 
代表取締役社長 
笠原 敬弘 

資 本 金 ３９，７６１，６５９千円 １７５，６１２千円 １０，０００千円 

発 行 済 株 式 数 １，１２０，４１１株 ９，４５０株 ２００株 

株 主 資 本 
４７，３２８，６１６千円
(平成１５年６月３０日現在) 

２１，４６０千円 
(平成１５年６月３０日現在) 

５８，１５１千円 
(平成１５年６月３０日現在) 

総 資 産 
５０，４３７，０１７千円
(平成１５年６月３０日現在) 

３７，３１０千円 
(平成１５年６月３０日現在) 

７４，６９０千円 
(平成１５年６月３０日現在) 

決 算 期 １２月３１日 １２月３１日 １２月３１日 

従 業 員 数 ５６５名 ０名 ２名 

主 要 取 引 先 

伊藤忠ﾃｸﾉｻｲｴﾝｽ株式会社

株式会社UFJｶｰﾄﾞ 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞﾀｲﾝｼﾞﾝｸﾞ･ｺﾝ

ｿｰｼｱﾑ株式会社 

楽天株式会社 
楽天株式会社 

ﾄﾗﾌｨｯｸｹﾞｰﾄ株式会社 

大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

三木谷浩史 ２０．４０％

ｸﾘﾑｿﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟ ２０．１４％ 
三木谷晴子 １３．８８％

楽天株式会社    

１００％ 
楽天株式会社    

１００％ 

主 要 取 引 銀 行 三井住友銀行 みずほ銀行 みずほ銀行 

株 主 数 ６５，５３４名 １名     １名      

資 本 関 係
被合併会社はいずれも合併会社の１００％子会社でありま

す。 

人 的 関 係
当事会社の間には取締役の兼任・従業員の出向等の関係があ

ります。 
当 事 会 社 の 関 係 

取 引 関 係
当事会社の間には広告等の販売・仕入、手数料の収受等の取

引があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



最近３決算期間の業績 

平成１４年度                                 （単位：千円） 

 楽天株式会社 
（合併会社） 

株式会社コミュニケーシ

ョンオンライン 

（被合併会社） 

株式会社キープライム 

（被合併会社） 

決 算 期 １２月３１日 １２月３１日 １２月３１日 
売 上 高 ７，３５１，０６５ ２，６２８ － 
経 常 利 益 ２，３１５，２３２ ４５０ － 
当 期 純 利 益 △５３７，７９８ １４３ － 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 （ 円 ） △５３８ １５ － 

１ 株 当 た り 
配 当 金 （ 円 ） １２５ － － 

１ 株 当 た り 
株 主 資 本 （ 円 ） ４６，５７２ ２，０８６ － 

 

平成１３年度                                 （単位：千円） 

 楽天株式会社 
（合併会社） 

株式会社コミュニケーシ

ョンオンライン 

（被合併会社） 

株式会社キープライム 

（被合併会社） 

決 算 期 １２月３１日 １２月３１日 － 
売 上 高 ５，１８１，７９３ ３３０，８３６ － 
経 常 利 益 １，８３３，０７７ △３６，０９２ － 
当 期 純 利 益 ８６０，１９６ △１０３，８７０ － 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 （ 円 ） ８，６８９ △１０，９９１ － 

１ 株 当 た り 
配 当 金 （ 円 ） １，２５０ － － 

１ 株 当 た り 
株 主 資 本 （ 円 ） ４８９，８５４ ３１，１１９ － 

 

平成１２年度                                 （単位：千円） 

 楽天株式会社 
（合併会社） 

株式会社コミュニケーシ

ョンオンライン 

（被合併会社） 

株式会社キープライム 

（被合併会社） 

決 算 期 １２月３１日 １２月３１日 － 
売 上 高 ３，０８９，４８６ ２０３，７７２ － 
経 常 利 益 ９６９，７９０ △６４，５５１ － 
当 期 純 利 益 ５２８，４３０ △９１，１５６ － 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 （ 円 ） ５，５５１ △９，６４６ － 

１ 株 当 た り 
配 当 金 （ 円 ） － － － 

１ 株 当 た り 
株 主 資 本 （ 円 ） ４８５，９９０ ４２，１１１ － 

（注）１．株式会社キープライムは平成１５年２月設立のため、最近３決算期間の業績について該当事

項はありません。 

   ２．楽天株式会社、株式会社コミュニケーションオンラインの１株当たり当期純利益は、日割り

により算出した期中の平均株式数に基づいており、１株当たり配当金及び株主資本は期末の

株式数に基づいております。 

   ３．売上高には消費税等は含まれておりません。 

 

 

 



４．合併後の状況 

(１) 商 号 楽天株式会社 

(２) 事 業 内 容 インターネット関連の各種サービス事業 

(３) 本 店 所 在 地 東京都目黒区祐天寺２丁目８番１６号 

(４) 本 社 事 務 所 東京都港区六本木６丁目１０番１号 六本木ヒルズ森タワー 

(５) 代 表 者 三木谷 浩史 

(６) 資 本 金 ３９７億円（合併に際して新株を発行しないため、資本金の増加はありませ

ん。） 

(７) 総 資 産 約１，０００億円（被合併会社の規模が合併会社の規模に比して小さいため、

総資産に与える影響額は僅少となる見込みです。） 

(８) 決 算 期 １２月３１日 

(９) 発行済株式総数 １１２万株（合併に際して新株を発行しないため、株式数の増加はありませ

ん。） 

(10) 業績に与える影響 本件合併は１００％子会社の吸収合併であるため、当社連結業績に与える影

響は僅少となる見込でありますが、中長期的に経営効率の改善による業績向

上を見込んでおります。 

 

以  上 

 


